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１．当社の概要と対象範囲

 １．１　当社の概要

　（１）会社の名称及び所在地

　　　　本社・工場　〒850-0075　長崎県長崎市西泊町23番36号

　（２）代表者

　　　　代表取締役　　　牧山　伸広

　（３）環境保全関係の責任者及び担当者連絡先

　　　　責任者：品質保証部長　　　　大渡　和樹

　　　　担当者：総務部部長兼務　　　牧山　伸広

　　　　連絡先：   TEL　095-865-0118（代表）

　　　　　　　   　FAX  095-865-0764

　   　　　　　　　E-Mail　choko@orange.ocn.ne.jp

　（４）創立年月日 昭和25年10月1日

　（５）資本金 2,000万円

　（６）工場規模 敷地　16,470 ㎡

建物　10,580 ㎡ 

　（７）従業員数　 70名

　（８）業務の内容

　    　金属製品製造業（化学プラント用加熱炉及び発電プラント用ボイラー部品の製造）

・化学プラント用加熱炉及び加熱管の製造

・ボイラーチューブ加工

・配管加工

・圧力容器の製造

・廃木材の炭化装置の製造（環境保全製品）

・ダイオキシン吸着除去装置の製造

　（９）事業の規模

※1　従来より正規社員のみの生産時間で作成しています。

当社は全組織・全活動を認証・登録対象範囲としています。
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 １．２対象範囲
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 ２. 環境経営方針

㈱長崎鋼業所は環境との調和・共生に配慮した事業活動を通して自然環境保全に務め、社会への貢

献を目指す。

１．事業活動・製品及びサービスが及ぼす環境負荷を改善する為の目的及び目標を設定し、継続的

　　に改善するよう努める。

２．環境関連の法規制・規則及び協定等を遵守すると共に必要に応じて自主基準を定め、運用管理

　　する事で環境保全活動のレベルアップを図る。

３．各職域に於いて、省エネによるCo2の抑制、省資源・廃棄物の削減、節水と化学物質の管理

　　並びにグリーン購入を最優先課題とした活動で環境保全に努める。

４．環境マネジメントシステムを継続的に改善し、さらに環境保全に寄与する。

５．社内に「環境管理委員会」を設置し環境保全に関する役割と責任を明確にすると共に、本方針

　　を全従業員に周知と徹底を図り、全員の理解と協力を求める。

６．この環境に関する方針は文書化し、環境経営レポートと共に開示公開する。

改定

-２-

代表取締役

株式会社長崎鋼業所　環境経営方針

行動方針

株式会社　長崎鋼業所

2017年4月⒈日

2018年4月1日



代表取締役　牧山　伸広

３.　エコアクション実施体制組織表

作成日：2022年4月1日

作成者：大渡　和樹

エコアクション実施

代表者

環境保全関係責任者

大渡　和樹

ＥＡ２１事務局

牧山　伸広

職場リーダー 職場リーダー 職場リーダー 職場リーダー

－３－

松尾　安正 森谷　竜也 塘　智広 深堀　伸行

省エネ担当
廃棄物ﾘｻｲｸﾙ担当 省資源担当 節水担当

緊急時対策



４.実施体制における役割、責任及び権限

　　　　環境関連文書及び記録の作成・整理を行う。

　(１)代表者（代表取締役）
　　　・環境経営方針を策定する。
　　　・環境経営目標及び環境経営計画を承認する
　　　・環境管理責任者を任命する
　　　・環境経営システムのの構築及び運用、環境経営目標及び環境経営計画の実施に必要な資源
　　　　（人的・物的・財務的・情報資源）を用意する。
　　　・毎年４月に環境経営システム及び環境経営方針、環境経営目標の見直しを行う。

　(２)環境保全関係責任者
　　　・環境経営システムに関する記録を管理・保管する。
　　　・環境保全関係責任者は教育・訓練等の実施の年間計画の策定、社内外における環境コミュニケ
　　　　ーションの取り纏め、環境上の緊急事態への対応策を定め、その為の準備や訓練の実施の管理

 －４－

　　　・代表者（代表取締役）に代ってエコアクション２１ガイドラインの要求事項を満たす環境経営
　　　　システムを構築・運用し、またその取り組み事項を確認・評価し代表者に報告する。また問題

　　　　点がある場合には必要な是正及び予防措置を実施し、このことも代表者に報告する。
　　　・代表者に代り、環境経営システム全体の構築・運用に責任を持つとともに、必要な権限を持つ。

　(３)職場リーダー
　　　・職場リーダーはＰＤＣＡサイクルを各職場でまわす為に指示・監督を行う。



５．環境経営目標（2020年度～2022年度）

　環境への負荷の状況と取組状況のチェック結果を検討し、今後も効果が期待できるものとして

　下記に示す目標について取組むこととした。　

【１】二酸化炭素排出量の削減 年度は4月から翌年3月までとします
単位 2019年度実績基準 2020年度 2021年度 2022年度
％ 削減率 △3% △６% △９%

ｋg-CO2 252,951 245,363 237,774 230,186

　１）電力消費量の生産時間当たりの負荷を3ヵ年で9％削減する。
単位 2019年度実績基準 2020年度 2021年度 2022年度
％ 削減率 △3% △６% △９%

kWh 532,373 516,402 485,418 484,459

＊購入電力の二酸化炭素調整後の排出係数はリコージャパン2019年度の値0.426kg-CO2/kWhとする。
　２）化石燃料使用量の生産時間当たりの負荷を3ヵ年で9％削減する。

単位 2019年度実績基準 2020年度 2021年度 2022年度
％ 削減率 △3% △６% △９%
Ｌ 30,290.8 29,382.1 28,473.4 27,564.6

Ｌ/ｈ 0.39 0.37 0.36 0.35

【２】廃棄物の削減・再生利用の促進

　１）廃棄物再生利用率を2019年度基準、毎年1％ずつ改善させ、3ヵ年で3％改善する。
項目 単位 2019年度実績基準 2020年度 2021年度 2022年度

再生利用量 t 10.0

廃棄物総量 t 23.4

再生利用率 ％ 42.7 43.2 43.6 44.0

　２）廃棄物最終処分量を2019年度基準、毎年2％ずつ削減させ、3ヵ年で６％改善する。

項目 単位 2019年度実績基準 2020年度 2021年度 2022年度

％ （基準） △２% △４% △６%

最終処分量 t 12.5 12.25 12.00 11.75
＊廃棄物は一般と産業廃棄物の合計。一般廃棄物全体に占める割合は1割以下で主に紙類・段ボールで全てリサイクルしている。

【３】水使用量の削減

水使用量を2019年度基準、3ヵ年で9％削減する。
単位 2019年度実績基準 2020年度 2021年度 2022年度
％ （基準） △3% △６% △９%

ｍ3 969 940 911 882

【４】本業におけるエコ活動の推進
環境関連製品の製作数増加、照明のLED化、生産設備や事務機器等の省エネ型への更新等を積極的に推進する。

単位 2019年度実績基準 2020年度 2021年度 2022年度

件数/年 4件 4件 5件 6件

【５】グリーン購入の推進　　　　：グリーン対象商品の購入品目を増加させる。

単位 2019年度実績基準 2020年度 2021年度 2022年度
品目増 ２品目増 ２品目増 ２品目増 ２品目増

【６】地域ボランティア活動　　　：地域ボランティア活動への積極的参加（地域清掃活動）

単位 2019年度実績 2020年度 2021年度 2022年度

回/年 １回 １回 １回 １回

【７】社員への教育・訓練の実施

単位 2019年度実績 2020年度 2021年度 2022年度

回/年 １回 １回 １回 １回

【８】化学物質の適正管理
　当社は化学物質として塗料を使用している。使用量は毎年受注量に伴い変動するため使用量の 予測が困難であり、
　使用時の適正管理に努めています。 
【９】紙使用量の削減
　紙を再利用(再生紙購入や裏紙の再使用等)することで紙資源利用の効率化及び廃棄物削減に繋がります。また使用

　量を削減することは、紙製品の製造に由来するCO2の排出や水の使用量の削減、ひいては森林資源の保護につな

　がると考え、様々な啓発活動を通して、社内での「つかう責任」の意識向上に努めます。

社員への教育・訓練の実施

回　　　　数

-5-

廃棄物
最終処分量の削減

水使用量の削減

本業における
エコ活動推進・拡大

グリーン購入の推進

地域ボランティア活動　

回　　　　数

6.4 6.2

化石燃料使用量の削減

（生産時間当たり）

再生利用率
の

改　善

6.6

全社二酸化炭素排出量

電力消費量の削減

（生産時間当たり） kWh/h 6.8



2022年度達成目標

・

②貯水雨水の利用

　　　使用時のSDSの入手並びに適正管理

-６-

2019年度比
再生利用率
3%改善

最終処分量
6％削減

9 紙使用量の削減

①コピー紙の裏紙使用の推進

目標設定なし

6 地域ボランティア活動 ①全員参加 年1回/年以上

5 グリーン購入の推進

①グリーンマーク・ECOマーク商品の積極的な購入

2品目増

4
本業における

エコ活動の推進

総務部②ＰＣファイルの共有等による

  　　　　　 ペーパーレス化の推進

②講習会等への積極的参加

8 化学物質の適正管理
（塗料･溶剤の管理の徹底）

①塗料在庫の削減

目標設定なし 工作部

②塗料倉庫の修理・営繕

全　員

7 社員への教育・訓練

①環境に関する情報の提供

年1回/年 総務部

総務部

②詰め替え・リサイクル可能な商品への移行推進
営業部

2019年度比
9%削減

総務部

工作部

①環境関連製品の製作数増加

5件
営業部
工作部②生産設備の省エネ改善等

　　　　　　　 各棟分別ゴミ箱の設置

②現場作業改善による材料節減

③最終処分産業廃棄物の削減

3 水使用量の削減

①手洗い・うがい時の節水

2
廃棄物の削減・再生

利用の促進

①４棟廃棄物分別箱の活用

工作部

 ６ 環境経営計画

【2020年４月～2022年３月】

推進項目 推進内容 担当

1
二酸化炭素
排出量の削減

①現場及び事務所電源消忘れパトロール

2019年度比
9%削減

工作部
②エアコン最適温度再確認・設備の見直し

③室内照明のＬＥＤ化

総務部
(生産時間当たり)

④省電力設計のコピー機の導入



対象期間　：2022年4月～2023年3月

目標値 実績値 達成率

2022年度 2022年度 目標／実績

1 ｋg-CO2 230,186 271,031 84.9% △

総 量（参考値） ｋWh 484,459 494,618 97.9% 〇

※生産時間当の負荷 ｋWh/ｈ 6.2 7.4 84.0% ×

総 量（参考値） L 27,564.6 29,275.3 94.2% △

※生産時間当の負荷 L/ｈ 0.35 0.44 80.1% ×

2

％ 44.0 30.4 69.1% ×

ｔ 11.75 32.6 36.1% ×

3 ｍ3 882.0 972 90.7% △

4 件数/年 6 4 66.7% ×

5 品目増加数 2 2 100.0% 〇

6 回/年 1 1 100.0% 〇

7 回/年 1 0 #DIV/0! ×

8 ― ／

9 ― ／

※2022年度実績：生産時間＝66,992ｈ、売上高100,992万円

単位 2021年実績 2022年実績 達成率％ 判定

総　量 ｋWh 557,652 494,618 112.7% ○

※売上高当の負荷 ｋWh/万円 4.20 4.90 85.8% △

総　量 L 23,964.0 29,275.3 81.9% ×

※売上高当の負荷 L/万円 0.16 0.29 55.2% ×

廃棄物の削減・再生利用の促進

７　環境経営目標の実績及び評価（2022年度）

項　　目 単　位 判定

 １) 電力消費量の削減

 ２) 化石燃料使用量
　　　　　　　　の削減

二酸化炭素排出量の削減(全社）

（１）　環境経営目標の負荷実績

　

  リコージャパンの購入電力調整後の排出係数,2019年度の0.426kg-CO₂/kWhを使用し算出している。

※上記の二酸化炭素排出量、電力消費量の目標値及び実績値は、

 　１) 再生利用率の改善

 　２) 最終処分量の削減

水使用量の削減

 １)電力消費量の削減

 ２)化石燃料使用量
　　　　　　　の削減

-７-

本業におけるエコ活動

地域ボランティア活動　

【備　　考】　判定の基準　：　○ → 達成率95％以上、△ → 85％以上～95％未満、× → 85％未満

化学物質の適正管理

紙使用量の削減
　紙を再利用(再生紙購入や裏紙の再使用等)すること

で紙資源利用の効率化及び廃棄物削減に努める。

（２）　売上高当たりの負荷実績　

当社は塗料を使用している。使用量は毎年受注量に
伴い変動するため使用量の適正管理に努める。

　二酸化炭素排出量の削減

社員への教育・訓練の実施

　グリーン購入の推進



　１.二酸化炭素排出量抑制

1-1） 電力使用量については今年度目標に近いところまで削減することができ、前年度実績を63，034Kwh減少させ

ることができた。旧式のエアコン(No.60会議室）を省エネタイプに取り替えたこと、また最大の要因としては７月以

降の電力料金大幅値上げ（同使用料で約40％程度の値上げ）により経費削減への意識の高まりが結果として

電力使用量の大幅な削減につながった。（今年、前年実績を掲示板に掲示）

1-2） 化石燃料使用量については目標達成率94.2％とわずかながら目標未達成に終わってしまった。ガソリン、軽油

使用量については前年度を下回る結果となった（ガソリン253.73L・軽油2637.97L）が、灯油及びLPG特に、Ｌ

PG使用量は前年度比3462ｋｇ（換算6550L）の増加なった。スクイズ炉２台夏場にフル稼働となる工事が発生

した為である

　２．廃棄物の排出抑制
産業廃棄物の排出量については昨年度と比較し14,440ｋｇの大幅な増加となってしまった。特に昨年度ほぼ

処分することなかったガレキ類（最終処分埋立）が４倍ほど増加した為である。昨年度からの懸案事項である

排出量の平準化を実行できなかった

　３．水道使用量の削減
水道使用量についは目標未達成ながら、前年度1100㎥から128㎥マイナスの972㎥となった。今年は特に

新型コロナ感染症、インフルエンザなどの予防の為、うがい手洗いの励行を呼びかけたことで水道使用量が

増加するものと想定していたが、手洗については消毒薬を事務所及び現場に設置（昨年度より増台）したこと

が逆に水道使用量を減らす要因となった

　４.本業におけるエコ活動
2022年度から2023年度にかけバイオマス発電所の建設予定がありる。一部配管については当社の受注が

決定した。また2023年度以降水素・アンモニア生成に関わる装置製作（加熱炉）の案件見積もりも多く、今後

の工事として積極的に取込んでいく

　５.グリーン購入の推進
継続的にグリーン適合製品の購入を図っている

　６．地域ボランティア活動
本年も市民大清掃に合わせ工場周辺の清掃及び除草作業を実施した。また、2023年2月より毎月第２水

曜日を海岸清掃の日と定め工場周辺岸壁の清掃活動を実施している

　７．社員への教育・訓練の実施
2022年度についても新型コロナ感染症の影響が残る中、安全衛生委員会については感染症予防対策を

十分に行ったうえで毎月行うことができた。外部教育についても徐々に緩和されているが、オンライン講習
が主流となりつつあり、今後の活用について検討する必要がある

　８．化学物質の適正管理
使用量に関しては塗料、前年比320.5ｋｇの減少、溶剤については86.5ｋｇの減少となった。塗料倉庫の片付

け及び使用不可能な塗料の廃棄を実施した為である。

　９．紙使用量の削減
各種会議用資料につき資料枚数の削減（経営会議7枚→4枚）やペーパーレス化（営業部アクションフォロ

ー会議　モニターを使用した会議）を図った

牧山　伸広

８. 環境経営計画の取組結果とその評価、次年度の取組内容

2023年6月1日
-8-



9．環境経営目標（2023年度～2025年度）

　環境への負荷の状況と取組状況のチェック結果を検討し、今後も効果が期待できるものとして

　下記に示す目標について取組むこととした。　

【１】二酸化炭素排出量の削減 年度は4月から翌年3月までとします
単位 2022年度実績基準 2023年度 2024年度 2025年度
％ 削減率 △3% △６% △９%

ｋg-CO2 271,031 262,900 254,769 246,638

　１）電力消費量の生産時間当たりの負荷を3ヵ年で9％削減する。
単位 2022年度実績基準 2023年度 2024年度 2025年度
％ 削減率 △3% △６% △９%

kWh 494,618 479,779 450,993 450,102

＊購入電力の二酸化炭素調整後の排出係数はリコージャパン2022年度の値0.468kg-CO2/kWhとする。
　２）化石燃料使用量の生産時間当たりの負荷を3ヵ年で9％削減する。

単位 2022年度実績基準 2023年度 2024年度 2025年度
％ 削減率 △3% △６% △９%
Ｌ 29,275.3 28,397.0 27,518.8 26,640.5

Ｌ/ｈ 0.44 0.43 0.41 0.40

【２】廃棄物の削減・再生利用の促進

　１）廃棄物再生利用率を2022年度基準、毎年1％ずつ改善させ、3ヵ年で3％改善する。
項目 単位 2022年度実績基準 2023年度 2024年度 2025年度

再生利用量 t 14.2

廃棄物総量 t 46.79

再生利用率 ％ 30.4 30.7 31.0 31.3

　２）廃棄物最終処分量を2022年度基準、毎年2％ずつ削減させ、3ヵ年で６％改善する。

項目 単位 2022年度実績基準 2023年度 2024年度 2025年度

％ （基準） △２% △４% △６%

最終処分量 t 69.6 68.21 66.82 65.42
＊廃棄物は一般と産業廃棄物の合計。一般廃棄物全体に占める割合は1割以下で主に紙類・段ボールで全てリサイクルしている。

【３】水使用量の削減

水使用量を2022度基準、3ヵ年で9％削減する。22
単位 2022年度実績基準 2023年度 2024年度 2025年度
％ （基準） △3% △６% △９%

ｍ3 972 943 914 885

【４】本業におけるエコ活動の推進
環境関連製品の製作数増加、照明のLED化、生産設備や事務機器等の省エネ型への更新等を積極的に推進する。

単位 2022年度実績基準 2023年度 2024年度 2025年度

件数/年 4件 4件 5件 6件

【５】グリーン購入の推進　　　　：グリーン対象商品の購入品目を増加させる。

単位 2022年度実績基準 2023年度 2024年度 2025年度
品目増 ２品目増 ２品目増 ２品目増 ２品目増

【６】地域ボランティア活動　　　：地域ボランティア活動への積極的参加（地域清掃活動）

単位 2022年度実績基準 2023年度 2024年度 2025年度

回/年 １回 １回 １回 １回

【７】社員への教育・訓練の実施

単位 2022年度実績基準 2023年度 2024年度 2025年度

回/年 １回 １回 １回 １回

【８】化学物質の適正管理
　当社は化学物質として塗料を使用している。使用量は毎年受注量に伴い変動するため使用量の 予測が困難であり、

　使用時の適正管理に努めています。 

【９】紙使用量の削減
　紙を再利用(再生紙購入や裏紙の再使用等)することで紙資源利用の効率化及び廃棄物削減に繋がります。また使用

　量を削減することは、紙製品の製造に由来するCO2の排出や水の使用量の削減、ひいては森林資源の保護につな

　がると考え、様々な啓発活動を通して、社内での「つかう責任」の意識向上に努めます。

全社二酸化炭素排出量

電力消費量の削減

（生産時間当たり） kWh/h 7.4 7.0 6.7

化石燃料使用量の削減

（生産時間当たり）

再生利用率
の

改　善

7.2

社員への教育・訓練の実施

回　　　　数

-９-

廃棄物
最終処分量の削減

水使用量の削減

本業における
エコ活動推進・拡大

グリーン購入の推進

地域ボランティア活動　

回　　　　数



2025年度達成目標

・

②貯水雨水の利用

　への関わり

①工場周辺海岸清掃 

②工場周辺清掃及び除草

　Ｗｂｅを活用した講習会

　

　使用時のSDSの入手並びに適正管理・適正処分

-１０-

工作部

 １０ 今後の環境経営計画

【2023年４月～2026年３月】

推進項目 推進内容 担当

1
二酸化炭素
排出量の削減

①現場及び事務所電源消忘れパトロール

2022年度比
9%削減

工作部
②エアコン最適温度再確認・設備の見直し

③室内照明のＬＥＤ化

総務部
(生産時間当たり)

④工場コンプレッサーの見直し

　による処分回数の平準化

②現場作業改善による材料節減

最終処分量
6％削減

③最終処分産業廃棄物の削減

3 水使用量の削減

①手洗い・うがい時の節水

2022年度比
9%削減

2
廃棄物の削減・再生

利用の促進

①４棟廃棄物分別箱の小型化 2022年度比
再生利用率
3%改善

総務部

工作部

4
本業における

エコ活動の推進

①新エネルギー（水素・アンモニア生成）事業

5件
営業部
工作部

②生産設備の省エネ改善等

5 グリーン購入の推進

①グリーンマーク・ECOマーク商品の積極的な購入

2品目増

総務部

②詰め替え・リサイクル可能な商品への移行推進
営業部

総務部②各種会議時配布資料の簡素化及び

  　　　　　 ペーパーレス化の推進

目標設定なし

9 紙使用量の削減

①コピー紙の裏紙使用の推進

目標設定なし

工作部

②塗料倉庫の整理・整頓・清掃の強化

8 化学物質の適正管理
（塗料･溶剤の管理の徹底）

①塗料在庫の削減

6 地域ボランティア活動 1回/月以上 全　員

7 社員への教育・訓練

①環境に関する情報の提供

年1回/年 総務部②講習会等への積極的参加



 １１. 環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果並びに違反、訴訟等の有無

 　　　当社の主要な環境法令である、大気汚染物質、水質汚濁物質、騒音等の違反に

　　　ついて、関係機関から特に指摘等は無く、同様に訴訟等も１件もありませんでした。

　　　過去５年に渡り、環境関連法規への違反及び訴訟はありません。

　　　自社でも関連法規をチェックし問題ないことを確認しています。

　　　環境保全関係責任者

大渡　和樹

 １２.　代表者による全体の評価と見直し・指示

　　全世界的な「カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現」にむけた動きのが加速する中
　　我々製造業を取り巻く環境は日に日に厳しさを増してきている。主体工事である発電所

　　用ボイラー(石炭や天然ガスをエネルギーとする火力発電)に関わる工事は昨年度後半

　　から減少が続き、今年度そして来年度にかけてさらに縮小傾向となる。そのような中、石炭

　　石油、天然ガスに代わる新しいエネルギーとして水素・アンモニア等を活用した新たな
　　発電の技術が確立されようとしています。我々としては現行のモノづくりのノウハウを継承
　　しつつカーボンニュートラル・脱炭素社会の実現に向けたこれらの新エネルギー活用に

　　かかわを持ち続けることができれば、世界的な動きに追随しつつ、自らの仕事を確保し

   ていけるものと思います。これまで通り環境への負荷低減対策を実践しづづけることが

　 SDGs活動であり、脱炭素社会の実現に寄与できる手段であると思います。

株式会社　長崎鋼業所

代表取締役

2023年6月1日

2023年6月1日

牧山　伸広
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工場周辺岸壁清掃の風景 （毎月第２水曜日実施）

1２．当社の環境への取り組み
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